第１部　計画の枠組み
第１章　基本的な考え方
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　基本的な考え方
1 [image: image4.emf]身体手帳

33.0% 

療育手帳

52.1% 

精神手帳

14.4% 

難病患者等

0.3%

児童（手帳未所持）

0.2%

　基本理念
障害者総合支援法は、障害者基本法と同様に、「障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」ことをめざしています。
第３次岐阜市障害者計画（第２編）においては、引き続き、「誰もが自立してともに暮らすまちをめざして」を掲げ、共生社会の実現をめざし、障がい者施策の一層の推進を図ります。
本計画においても、これを基本理念とし、障害福祉サービス等の一層の充実を図ります。
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　基本目標
基本理念のもと、第３次岐阜市障害者計画（第２編）を踏まえつつ、次の3つの基本目標を定め、障害福祉サービス等の一層の充実を図ります。
(1)　障がいのある人の自己決定の尊重と意思決定の支援
共生社会の実現に向けて、障がいのある人が適切な意思決定を行うことができるよう、その支援に配慮するとともに、障がいのある人の自立と社会参加の実現を図っていくため、障害福祉サービスや相談支援、地域生活支援事業の提供体制の整備に努めます。
(2)　障がいの種別によらない障害福祉サービス等の提供
障害福祉サービス等は、身体障がい、知的障がい、精神障がい（知的に遅れのない発達障がい、高次脳機能障がいも含みます。）、難病患者等の障がい種別にかかわらず、これらの人が必要な時に適切なサービスを提供します。
(3)　個々の課題に対応したサービス提供体制の整備
障がいのある人の自立を支援するため、入所等から地域生活への移行や地域生活の継続支援、就労支援などの個々の課題に対応したサービスの提供体制を整備し、障がいのある人の生活を地域全体で支える仕組みを構築する必要があります。そのため、地域生活支援の拠点づくりやＮＰＯなどによるインフォーマルサービスの提供など、地域の社会資源を最大限に活用し、個々の課題に対応したサービス提供体制の整備に努めます。
なお、地域生活支援の拠点等の整備にあたっては、障がいのある人の重度化やその家族を含めた高齢化に伴う親なき後などの課題を見据え、地域生活に対する安心感を担保し、自立を希望する人に対する支援に取り組みます。また、こうした拠点等の整備にあわせて、相談支援を中心として、ライフステージに応じた切れ目のない支援に努めます。
3 　障害者総合支援法のサービス体系
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障害者総合支援法によるサービスは、国や都道府県の義務的経費が伴う個別給付としての「自立支援給付」と、市町村の創意工夫により、利用者の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。また、自立支援給付の「介護給付」には、「居宅介護」「重度訪問介護」「同行援護」「行動援護」「重度障害者等包括支援」「短期入所」「療養介護」「生活介護」「施設入所支援」があり、「訓練等給付」には、「自立訓練（機能訓練・生活訓練）」「就労移行支援」「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」「共同生活援助」があります。「障害福祉サービス」とは上記13サービスの総称です。
図表３－1 　障害者総合支援法のサービス体系
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4 　サービスの利用状況
(1)　サービス利用者
①　障害支援区分認定者
障害者総合支援法の障害支援区分（平成25年度までは「障害程度区分」）は、区分１～６となっています。平成26年４月１日現在、障害支援区分認定者は1,578人と（図表３－２）、３つの障がい者手帳所持者の合計の6.8％にすぎません。なお、図表３－２の障害支援区分認定者数は、18歳以上の障がいのある人の数を示しています。18歳未満の障がいのある児童は、発達段階にあり、時間の経過とともに障がいの状態が変化すること、乳児期は通常必要となる育児上のケアとの区別が必要なことなど、検討課題が多く、現段階では使用可能な指標が存在しないことから、障害支援区分は設けていません。
障害福祉サービスのうち、図表３－３のサービスを受けるためには、障害支援区分の認定が必要になります。
図表３－2 　障害支援（程度）区分認定者数の推移（各年４月１日現在（平成18年は10月１日現在））

※障害者自立支援法施行以前の施設利用者の区分Ａ～Ｃを除く。
図表３－3 　障害支援区分認定が必要なサービス
	サービス名
	該　　当　　区　　分

	居宅介護
	区分１以上（通院等介助（身体介護を伴う）は区分２以上）

	重度訪問介護
	区分４以上

	同行援護（身体介護を伴う場合）
	区分２以上

	行動援護
	区分３以上

	重度障害者等包括支援
	区分６

	短期入所
	区分１以上

	生活介護
	区分３以上（50歳以上は区分２以上）

	療養介護
	区分５以上

	施設入所支援
	区分４以上（50歳以上は区分３以上）

	共同生活援助
	入浴、排泄又は食事等の介護を伴う場合、区分認定が必要


※サービス利用の際は、区分に加え、該当条件があるサービスがあります。
②　障害福祉サービス支給決定者
障害福祉サービスを利用するためには、サービスの支給決定を受ける必要があります。平成26年４月１日現在、障害福祉サービス支給決定者数は2,448人と増加傾向にあります（図表３－４）。障がいの種類別の支給決定者数は、52.1％が知的障がいとなっています（図表３－５）。
平成25年４月から難病患者等もサービスの対象者となりましたが、平成26年４月１日現在の障害福祉サービス支給決定者数のうち、難病患者等は0.3％となっています（図表３－５）。引き続き、難病患者等に対し、障害福祉サービスの周知を図ります。
図表３－4 　障害福祉サービス支給決定者数の推移（各年４月１日現在（平成18年は10月１日現在））

図表３－5 　障がい種類別ごとの支給決定者数の分布（平成26年４月１日現在）　

※障がいが重複している場合は、それぞれに見込む。
③　障害児通所支援支給決定者
「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」（以下「整備法」といいます。）による児童福祉法等の改正に伴い、平成24年度より、障がい児施設・事業の一元化が図られました。平成26年４月１日現在、障害児通所支援支給決定者数は504人と増加傾向にあり、３年間で約２倍になっています（図表３－６）。障がいの種類別に支給決定状況をみると、全体の60.1％が知的障がいであり、18.1％の児童は手帳を所持していません（図表３－７）。手帳を所持していない、または、障害児手当を受給していない児童については、児童相談所からの意見や医師の診断書のほか、子ども・若者総合支援センターからの意見書を参考に支給決定を行っています。
図表３－6 　障害児通所支援支給決定者数の推移（各年４月１日現在）
図表３－7 　障がい種類別ごとの支給決定者数の分布（平成26年４月１日現在）
※障がいが重複している場合は、それぞれに見込む。
④　地域生活支援事業利用決定者
地域生活支援事業のうち、移動支援事業や日中一時支援事業、地域活動支援センター（Ⅱ型・Ⅲ型）事業、訪問入浴サービス事業を利用するためには、サービスの利用決定を受けなければなりません。平成26年４月１日現在、地域生活支援事業利用決定者数は868人と、障害福祉サービス支給決定者数の約３分の１となっています。平成24年度の地域生活支援事業利用決定者数は、移動支援事業の利用者が障害福祉サービスの同行援護の利用に移行したため前年度より減少しています。
図表３－8 　地域生活支援事業利用決定者数の推移（各年４月１日現在（平成18・19年は10月１日現在））

第2章 　成果目標
5 　国の基本指針
国の基本指針においては、障がいのある人の自立支援の観点から、平成29年度を目標年度として、次の３つの項目について目標値の設定を求めています。

(1)　施設入所者の地域生活への移行
○平成25年度末の施設入所者の12％以上が地域生活に移行することをめざします。
○平成25年度末の施設入所者数を４％以上削減することを基本とします。
※障害福祉計画で定めた平成26年度までの数値目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を平成29年度末における地域生活に移行する人や施設入所者の削減割合の目標値に加えた割合以上を目標値とします。
※地域生活への移行とは、グループホーム、一般住宅等への移行をさします。
(2)　地域生活支援拠点等の整備
○地域生活支援拠点等（地域生活支援拠点または面的な体制をいいます。）について、平成29年度末までに各市町村または各圏域に少なくとも１つを整備することを基本とします。
(3)　福祉施設から一般就労への移行等
○福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行う事業をいいます。）を通じて、一般就労への移行を平成24年度実績の２倍以上とすることを基本とします。
○就労移行支援事業の利用者は、平成25年度末の６割以上増加することをめざします。
○就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることをめざします。
※一般就労とは、一般企業への就職、在宅就労、自ら起業することをいいます。
※福祉施設とは、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）のサービスを提供する施設（施設入所支援を除きます。）をいいます。
6 　第３期計画の目標値と実績値

(1)　施設入所者の地域生活への移行
施設入所者の地域生活への移行に関する第３期計画の目標値は、次のとおりです。
○平成26年度末までに、平成18年8月31日の施設入所者485人のうち、146人（30.1％）が地域での生活に移行するものとします。
○平成26年度末の施設入所者数は、平成18年８月31日の施設入所者485人から49人（10.1％）減少した436人とします。
施設入所者の地域生活への移行者数は、目標の146人に対して、平成25年度末で142人となっていますが（図表３－10）、平成26年度末では146人と見込んでいます（図表３－９）。
施設入所者数の減少数は、目標の49人に対して、平成25年度末で56人となっており、さらに、平成26年度末では59人と見込んでいます（図表３－９）。
図表３－9 　福祉施設入所者の地域生活への移行者数等の目標値と実績値（見込み）
	区　　　分
	数　値
	考　　え　　方

	平成18年８月31日の施設入所者数
	485人
	平成18年８月31日の全施設入所者数

	地域生活移行者数
	目標値
	146人(30.1％)
	平成18年８月31日の全入所者数のうち、施設入所からグループホーム・ケアホーム等へ移行する人数

	
	実績値（見込み）
	146人(30.1％)
	

	削減見込
	目標値
	49人(10.1％)
	平成26年度末段階での削減見込数

	
	実績値（見込み）
	59人(12.2％)
	


図表３－1 　福祉施設入所者の地域移行者数の推移（各年度末）

(2)　福祉施設から一般就労への移行等
①　福祉施設から一般就労への移行者数
福祉施設から一般就労へ移行者数は、平成17年度の４倍の20人を目標としていましたが、平成25年度末で31人となっており（図表３－12）、平成26年度末でも31人と見込んでいます（図表３－11）。平成18年度から平成25年度までの８年間で114人、年平均で14.3人が福祉施設から一般就労へ移行したことになります（図表３－12）。
図表３－2 　福祉施設から一般就労への移行者数の目標値と実績値（見込み）
	区　　　分
	数　値
	考　え　方

	平成17年度の年間一般就労移行者数
	5人
	平成17年度に福祉施設を退所して一般就労した人数

	
	
	

	目標年度の年間一般就労移行者数
	目　　標　　値
	20人(4倍)
	平成26年度に福祉施設を退所して一般就労する人数

	
	実績値(見込み)
	31人(6.2倍)
	


図表３－3 　福祉施設から一般就労への移行者数の推移

②　就労移行支援事業の利用者数
就労移行支援事業の利用者数は、平成26年度末の福祉施設利用見込者数1,247人の4.4％にあたる55人を目標としていましたが、平成25年度末では福祉施設利用者数1,231人の5.4％にあたる66人が就労移行支援事業を利用していました。平成26年度末では、福祉施設利用見込者数1,392人の5.5％にあたる76人と見込んでいます。
図表３－4 　就労移行支援事業の利用者数の目標値と実績値（見込み）
	区　　　分
	数　値
	考　え　方

	平成26年度末の福祉施設利用見込者数
	目　　標　　値
	1,247人
	平成26度末における福祉施設の利用見込者数

	
	実績値(見込み)
	1,392人
	

	目標年度の就労移行支援事業の利用者数
	目　　標　　値
	55人
	平成26年度末において就労移行支援事業を利用する人数

	
	実績値(見込み)
	76人
	


③　就労継続支援（Ａ型）事業の利用者の割合
就労継続支援事業（Ａ型）の利用者の割合は、平成26年度末の就労継続支援利用見込者782人の27.4％（214人）を目標としていましたが、平成25年度末では就労継続支援利用者797人の34.8％（277人）が就労継続支援事業（Ａ型）を利用していました。平成26年度末では、就労継続支援利用見込者929人の38.4％（357人）と見込んでいます。
図表３－5 　就労継続支援（Ａ型）事業の利用者の割合の目標値と実績値（見込み）
	区　　分
	目標値
	実績値
(見込み)
	考　え　方

	平成26年度末の就労継続支援（Ａ型）事業の利用見込者（Ａ）
	214人
	357人
	平成26年度末において就労継続支援（Ａ型）事業を利用する人数

	
	
	
	

	平成26年度末の就労継続支援（Ｂ型）事業の利用見込者
	568人
	572人
	平成26年度末において就労継続支援（Ｂ型）事業を利用する人数

	
	
	
	

	平成26年度末の就労継続支援（Ａ型＋Ｂ型）事業の利用見込者（Ｂ）
	782人
	929人
	平成26年度末において就労継続支援（Ａ型＋Ｂ型）事業を利用する人数

	
	
	
	

	目標年度の就労継続支援（Ａ型）事業の利用者の割合（Ａ/Ｂ）
	27.4%
	38.4%
	平成26年度末において就労継続支援事業を利用する人のうち、就労継続支援（Ａ型）事業を利用する人の割合

	
	
	
	


7 　第４期計画の目標値

(1)　施設入所者の地域生活への移行
第３期計画においては、真に必要な施設入所支援サービスの確保を図る一方で、市有施設を含め、施設入所支援サービスを提供する事業者によるグループホームの整備などを通じて、地域生活への移行や継続を推進し、目標値を達成する見込みとなっています。
第４期計画においては、引き続き、真に必要なサービスを提供する観点から、グループホームの整備などにより、地域生活への移行や継続を促進しますが、地域生活への移行者数や施設入所者の削減数について、これまでのように見込むのは困難と考えられます。
平成27年度より、すべての障害福祉サービス利用者に計画相談支援が導入されることになり、施設入所者が望む生活の場所などのニーズをより的確に把握することができます。今後の計画相談支援を通じて、施設入所者の意向を確認し、障がいの状態やニーズに合わせた支援を行い、障がいのある人の希望と自己決定、自己選択に基づいた地域生活への移行や継続を促進します。
○平成29年度末までに、平成25年度末の施設入所者数429人のうち、14人（3.3％）が地域での生活に移行するものとします。
○平成29年度末の施設入所者数は、平成25年度末の施設入所者429人から、６人（1.4％）減少した423人とします。
図表３－6 　施設入所者の地域生活への移行者数等の目標値
	区　　分
	目標値
	考　　え　　方

	平成25年度末の施設入所者数
	429人
	平成25年度末の全施設入所者数

	地域生活移行者数
	14人（3.3％）
	平成25年度末の全入所者数のうち、施設入所からグループホーム等へ移行した人数

	削減見込
	6人（1.4％）
	平成29年度末段階での削減見込数


(2)　地域生活支援拠点等の整備
地域で生活していくための訓練やセーフティーネットの機能などを検討し、平成29年度末までに、市内に地域生活支援拠点等を１か所以上整備することを目標とします。
(3)　福祉施設から一般就労への移行等
①　福祉施設から一般就労への移行者数
平成29年度の福祉施設から一般就労への移行者数は、平成24年度の2.5倍の40人を目標とします。
図表３－7 　福祉施設から一般就労への移行者数の目標値
	区　　分
	目標値
	考　　え　　方

	平成24年度の年間一般就労移行者数
	16人
	平成24年度に福祉施設を退所して一般就労した人数

	目標年度の年間一般就労移行者数
	40人
（2.5倍）
	平成29年度に福祉施設を退所して一般就労する人数


②　就労移行支援事業の利用者数
平成29年度末の就労移行支援事業の利用者数は、平成25年度末の1.6倍の106人を目標とします。
図表３－8 　就労移行支援事業の利用者数の目標値
	区　　分
	目標値
	考　　え　　方

	平成25年度末の就労移行支援事業の利用者数
	66人
	平成25年度末における就労移行支援事業の利用者数

	目標年度の就労移行支援事業の利用者数
	106人
（1.6倍）
	平成29年度末において就労移行支援事業を利用する人数


③　就労移行支援事業所における就労移行率
就労移行支援事業所のうち就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることをめざします。
第3章 　障害福祉サービス
8 　訪問系サービス
利用者のニーズに応じて、次の訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護を提供するサービス）の確保と事業所への指導によるサービスの向上に努めます。
	サービス名
	内　　　　　容

	居宅介護
	障がいのある人に対し、居宅において、入浴、排せつ、食事などの介護、調理、洗濯、掃除などの家事、生活などに関する相談や助言、その他の生活全般にわたる援助を行うサービスです。

	重度訪問介護
	重度の肢体不自由、知的障がい、精神障がいのため、常時介護を必要とする人に対し、居宅において、長時間にわたり生活全般の介護や移動中の介護を総合的に行うサービスです。

	同行援護
	視覚障がいにより、移動が著しく困難な人の外出時に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつ、食事の介護などの援助を行うサービスです。

	行動援護
	自己判断力が制限されている人（自閉症、てんかんなどの重度の知的障がいのある人や統合失調症などの重度の精神に障がいのある人であって、危険回避ができない、自傷、異食、徘徊などの行動障がいに対する援護を必要とする人）が行動する際の危険を回避するための援護や移動中の介護を行うサービスです。

	重度障害者等包括支援
	常時介護を要する障がいのある人で、介護の必要の程度が著しく高い人に対し、居宅介護や重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助を包括的に行うサービスであり、緊急のニーズにも臨機応変に対応することのできるサービスです。


①　第３期計画と実績
平成25年度、平成26年度の「居宅介護」の利用者数は、ほぼ計画どおり推移していますが、利用延時間数は計画を大きく上回って推移しています。
「重度訪問介護」は、利用者数、利用延時間数ともに、計画を上回って推移しています。
「同行援護」の利用者数はほぼ計画どおりに推移しているものの、利用延時間数は計画を上回って推移しています。
「行動援護」は、利用者数、利用延時間数ともに、ほぼ横ばいで推移しています。
「重度障害者等包括支援」は、利用実績はなく、提供できる事業所も県内にありません。
図表３－9 　訪問系サービスの第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	居宅
介護
	利用者数（人／月）
	365
	326
	378
	364
	391
	397

	
	利用延時間数（時間／月）
	5,262
	5,620
	5,391
	6,527
	5,576
	7,070

	
	サービス提供事業所数
	-
	44
	-
	45
	-
	52

	重度訪問介護
	利用者数（人／月）
	　6
	　　8
	　　8
	　　9
	　　8
	11

	
	利用延時間数（時間／月）
	1,576
	2,354
	2,148
	2,930
	2,148
	3,255

	
	サービス提供事業所数
	-
	5
	-
	8
	-
	12

	同行
援護
	利用者数（人／月）
	64 
	64
	65
	66
	66
	70

	
	利用延時間数（時間／月）
	1,548
	1,736
	1,572
	1,839
	1,596
	1,895

	
	サービス提供事業所数
	-
	7
	-
	7
	-
	8

	行動
援護
	利用者数（人／月）
	6
	4
	6
	5
	6
	4

	
	利用延時間数（時間／月）
	110
	121
	110
	103
	110 
	100

	
	サービス提供事業所数
	-
	3
	-
	3
	-
	2


②　見込量
いずれも、平成24年度から平成26年度までの利用実績やアンケート調査によるニーズを踏まえ、増加すると見込んでいます。
図表３－10 　訪問系サービスの見込量
	区　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	居宅
介護
	利用者数（人／月）
	439
	485
	536

	
	利用延時間数（時間／月）
	7,678
	8,338
	9,055

	重度訪問介護
	利用者数（人／月）
	12
	13
	14

	
	利用延時間数（時間／月）
	3,557
	3,859
	4,161

	同行
援護
	利用者数（人／月）
	73
	76
	79

	
	利用延時間数（時間／月）
	1,952
	2,011
	2,071

	行動
援護
	利用者数（人／月）
	6
	8
	10

	
	利用延時間数（時間／月）
	150
	200
	250


③　見込量の確保策
「居宅介護」は、障がいのある人やその介助者の高齢化、相談支援の充実などにより増加しています。障がいのある人などへのアンケート調査において、身体や知的に障がいのある人の約３割が今後の利用を希望していることなども踏まえると、利用者数、利用延べ時間数ともに増加が見込まれます。
「居宅介護」「重度訪問介護」は、近年、介護保険サービス事業所（訪問介護事業所）から参入する事業者が増加しており、今後も参入が見込まれることから、見込量は確保できると考えます。
「同行援護」は、利用者数、利用延べ時間数ともに、比較的緩やかな増加が想定されますが、既存の事業所により見込量は確保できると考えます。
「行動援護」は、ニーズはあるものの、近年、市内の指定事業所が増加していません。著しく行動に障がいのある人の在宅生活を維持するためにも、岐阜県の行動援護従事者養成研修への参加を働きかけ、見込量の確保に努めます。
なお、「重度障害者等包括支援」は、提供できる事業所が県内になく、利用実績もないため、見込量は掲げません。
9 　日中活動系サービス

利用者のニーズに応じて、日中活動系サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護、短期入所を提供するサービス）の確保と必要に応じて事業所への指導によるサービスの向上に努めます。
(1) 　生活介護
常時介護を要する障害支援区分が一定以上の障がいのある人に対し、主として昼間に、障害者支援施設や生活介護事業所において、入浴や排せつ、食事の介護を行うとともに、創作的活動、生産活動の機会などを提供するサービスです。このサービスは、施設入所者も利用できます。
①　第３期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、増加傾向にあるものの、計画を下回って推移しています。
図表３－11 　生活介護の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	746
	738 
	775 
	750 
	806 
	772 

	利用延日数（日／月）
	16,500
	13,844 
	16,560 
	14,308 
	16,760 
	14,621 


②　見込量
特別支援学校高等部の卒業生で新規に利用される人を中心に、増加すると見込んでいます。
図表３－12 　生活介護の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	786
	806
	822

	利用延日数（日／月）
	14,886
	15,264
	15,566


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所を対象にしたアンケート調査（以下「事業所アンケート調査」といいます。）において、定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
(2) 　自立訓練（機能訓練）
自立訓練（機能訓練）は、病院を退院し、身体的リハビリテーションの継続や社会的リハビリテーションの実施が必要な身体に障がいのある人、また、特別支援学校を卒業し、社会的リハビリテーションの実施が必要な身体に障がいのある人に対し、地域生活を営む上で必要な身体機能の維持、回復などのための訓練を行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用者数は計画どおり、利用延日数はほぼ横ばいで、計画を下回って推移しています。
図表３－13 　自立訓練（機能訓練）の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	1
	1
	1
	1
	1
	1

	利用延日数（日／月）
	30
	18
	30
	20
	30
	22


②　見込量
引き続き、横ばいになると見込んでいます。
図表３－14 　自立訓練（機能訓練）の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	1
	1
	1

	利用延日数（日／月）
	22
	22
	22


③　見込量の確保策
県外の既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
(3) 　自立訓練（生活訓練）
自立訓練（生活訓練）は、病院や施設を退院、退所した人、また、特別支援学校を卒業した人のうち、社会的リハビリテーションの実施が必要な知的や精神に障がいのある人に対し、地域生活を営む上で必要な生活能力の維持、向上などのための訓練を行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用者数は計画を上回り、利用延日数は計画を下回って推移しています。
図表３－15 　自立訓練（生活訓練）の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	21
	25 
	21
	30 
	21
	27

	利用延日数（日／月）
	500
	387
	500 
	454 
	500 
	406


②　見込量
平成26年度の状況から横ばいになると見込んでいます。
図表３－16 　自立訓練（生活訓練）の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	27
	27
	27

	利用延日数（日／月）
	411
	411
	411


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
(4) 　宿泊型自立訓練（生活訓練）
宿泊型自立訓練（生活訓練）は、社会的リハビリテーションの実施が必要な知的や精神に障がいのある人に対し、居住の場を提供し、家事などの日常生活能力向上のための訓練や生活に関する相談、助言を行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、ほぼ横ばいで、計画を下回って推移しています。
図表３－17 　宿泊型自立訓練（生活訓練）の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	18
	13 
	18
	16
	18
	13

	利用延日数（日／月）
	540
	334
	540
	372
	540
	332


②　見込量
引き続き、横ばいになると見込んでいます。
図表３－18 　宿泊型自立訓練（生活訓練）の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	13
	13
	13

	利用延日数（日／月）
	332
	332
	332


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
(5) 　就労移行支援
就労移行支援は、就労を希望する障がいのある人に対し、生産活動やその他の活動の機会を通じて、就労に必要な知識や能力の向上のために必要な訓練などを行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、計画を上回って推移しています。
図表３－19 　就労移行支援の第3期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	40
	58 
	50
	66
	55
	76

	利用延日数（日／月）
	680
	998
	935
	1,113
	1,020
	1,280


②　見込量
国の基本指針において、平成29年度末の就労移行支援の利用者数は、平成25年度末の利用者数の６割以上の増加を目指すとしており、岐阜市においても、平成29年度末の利用者数は、平成25年度末の利用者数の６割の増加を見込んでいます。
図表３－20 　就労移行支援の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	86
	96
	106

	利用延日数（日／月）
	1,376
	1,536
	1,696


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所アンケート調査において、定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
引き続き、ハローワークや特別支援学校、相談支援事業所などの関係機関との連携、在学中からの就労移行支援の利用促進を図るとともに、さらなる利用促進策を検討します。
(6) 　就労継続支援（Ａ型）
就労継続支援（Ａ型）は、通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人に対し、雇用契約などに基づく就労の機会を提供するとともに、生産活動やその他の活動の機会の提供を通じて、その知識や能力の向上のために必要な訓練などを行うサービスです。
①　第３期計画と実績
第３期計画期間中に、新規の事業所が大幅に増加し、利用者数、利用延日数ともに、計画を大きく上回って推移しています。
図表３－21 　就労継続支援（Ａ型）の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	172
	217 
	186
	277
	214
	357

	利用延日数（日／月）
	2,580
	4,349
	2,790
	5,277
	3,210
	6,890


②　見込量
障がいのある人などへのアンケート調査において、働きたくても働けない人のニーズがあることを踏まえ、引き続き、増加すると見込んでいます。
図表３－22 　就労継続支援（Ａ型）の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	361
	397
	433

	利用延日数（日／月）
	6,967
	7,662
	8,357


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所アンケート調査において、定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
(7) 　就労継続支援（Ｂ型）
就労継続支援（Ｂ型）は、通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人に対し、就労の機会を提供するとともに、生産活動やその他の活動の機会の提供を通じて、その知識や能力の向上のために必要な訓練などを行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用者数、利用延日数ともに、ほぼ計画どおり推移しています。
図表３－23 　就労継続支援（Ｂ型）の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	507
	496 
	544
	520
	568
	572

	利用延日数（日／月）
	8,999
	9,115
	9,656
	9,738
	10,082
	10,525


②　見込量
特別支援学校高等部の卒業生で就労移行支援を経て新規に利用する人などにより、増加すると見込んでいます。
図表３－24 　就労継続支援（Ｂ型）の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	585
	598
	610

	利用延日数（日／月）
	10,764
	11,003
	11,224


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所アンケート調査において、定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
(8) 　療養介護
療養介護は、医療を要する障がいのある人であって常時介護を要する人に対し、主として昼間に、機能訓練や療養上の管理、看護、医学的管理下における介護、日常生活の世話を医療機関で行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用者数は、ほぼ横ばいで、計画を若干下回って推移しています。
図表３－25 　療養介護の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月)
	42
	36
	42
	38
	43
	38


②　見込量
障害児入所支援の利用からの移行により、若干増加すると見込んでいます。
図表３－26 　療養介護の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	39
	41
	41


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
(9) 　短期入所
短期入所は、居宅において介護を行う人の疾病やその他の理由により、障がいのある人が施設へ短期間入所し、入浴、排せつ、食事の介護などを受けるサービスで、福祉型と医療型の２種類があります。なお、親なき後を見据え、自立するための訓練として定期的に利用する場合もあります。
①　第３期計画と実績
医療型の事業所が開設されたことなどにより、利用者数、利用延日数ともに、概ね計画を上回って推移しています。
図表３－27 　短期入所の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	73
	85 
	76
	107
	79
	128

	利用延日数（日／月）
	388
	355
	404
	429
	420
	518


②　見込量
福祉型は、介助者へのㇾスパイトとともに障がいのある人の自立のための訓練を含めたニーズがあることから、増加すると見込んでいます。
医療型は、現時点では、施設整備を予定している事業所がないことから、平成27年度以降は横ばいになると見込んでいます。
図表３－28 　短期入所の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	福祉型
	利用者数（人／月）
	124
	124
	169

	
	利用延日数（日／月）
	525
	525
	705

	医療型
	利用者数（人／月）
	44
	44
	44

	
	利用延日数（日／月）
	133
	133
	133


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所アンケート調査において、施設整備を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
なお、医療的ケアを要する重度の障がいをもった人の一時的な預け入れ先や介助者のレスパイトの観点から、新規事業者の参入を促進します。
10 　居住系サービス

日中活動系サービスの充実を図るとともに、地域における障がいのある人の居住の場としての共同生活援助（グループホーム）などの充実を図ることにより、福祉施設の入所または病院の入院から地域生活への移行や継続を促進します。
(10) 　共同生活援助（グループホーム）
共同生活援助は、障がいのある人に対し、主として夜間に共同生活を営む居宅において日常生活上の援助を行うサービスです。なお、昼間は、日中活動系サービス等を利用します。
①　第３期計画と実績
共同生活介護を含めた共同生活援助の利用者数は、ほぼ計画どおり推移しています。
図表３－29 　共同生活援助等の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	共同生活介護利用者数（人／月）
	138
	117 
	157
	137 
	176
	－ 

	共同生活援助利用者数（人／月）
	24
	37 
	24
	41 
	24
	190 


※平成26年度より、共同生活介護は共同生活援助に一元化
②　見込量
入所施設からの移行者や精神科の病院からの退院者、自立のための訓練を含めた新たな入居者のニーズを踏まえ、増加すると見込んでいます。
図表３－30 　共同生活援助の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	共同生活援助利用者数（人／月）
	207
	222
	233


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所アンケート調査において定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
また、事業所に対し、新築や改修に係る国庫補助制度の活用を促進することにより、見込量の確保に努めます。
(11) 　施設入所支援
施設入所支援は、施設に入所する障がいのある人に対し、主として夜間に、入浴、排せつ、食事の介護などを行うサービスです。なお、昼間は、施設障害福祉サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型）を利用します。
①　第３期計画と実績
利用者数は、ほぼ計画どおり推移しています。
図表３－31 　施設入所支援の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／月）
	445
	440
	440
	429
	436
	426


②　見込量
国の基本指針において、平成25年度末の施設入所者数を平成29年度末までに４％以上削減するとしていますが、岐阜市においては、平成25年度末の施設入所者数429人のうち６人（1.4％）の減少を見込んでいます。
図表３－32 　施設入所支援の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／月）
	425
	424
	423


③　見込量の確保策
計画相談支援を通じて、障がいのある人の意向を確認しつつ、地域移行を促進するとともに、障がいのある人の重度化やその家族を含めた高齢化に伴う親なき後などの課題を踏まえた施設入所支援のあり方について検討します。

11 　相談支援

障がいのある人の相談支援には、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援があります。計画相談支援は障害福祉サービスなどを利用するためのサービス等利用計画の作成や見直し、地域移行支援は入所している障がいのある人や入院している精神に障がいのある人が地域生活に移行するための相談、地域定着支援は施設・病院から退所・退院し、地域生活が不安定な障がいのある人に対して常時の連絡体制や緊急時の相談の支援等を行うサービスです。
①　第３期計画と実績
計画相談支援の利用者数は計画を大きく上回って推移していますが、地域移行支援と地域定着支援の利用者数は計画を下回って推移しています。
図表３－33 　相談支援の第３期計画と実績
	区　　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	計画相談支援利用者数（人／月）
	77
	51
	146
	228
	213
	417

	地域移行支援利用者数（人／月）
	8
	2
	8
	1
	8
	1

	地域定着支援利用者数（人／月）
	15
	0
	15
	0
	15
	1


②　見込量
計画相談支援は、障害福祉サービスを利用するほぼすべての人への計画相談の導入や導入後の計画のモニタリングの実施状況を踏まえて見込んでいます。また、地域移行支援や地域定着支援は、福祉施設の入所者や病院の入院者の地域生活への移行により、若干増加すると見込んでいます。
図表３－34 　相談支援利用者の見込量
	区　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	計画相談支援利用者数（人／月）
	530
	421
	434

	地域移行支援利用者数（人／月）
	2
	3
	4

	地域定着支援利用者数（人／月）
	2
	3
	4


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
基幹相談支援センターの業務として、相談支援事業所との連携を強化するとともに、相談支援を行う人材育成や個別事例における専門的な助言、指導を行い、相談支援の質の向上に努めます。
第4章 　地域生活支援事業
12 　概　　要

地域生活支援事業は、障がいのある人が地域において自立した日常生活や社会生活をおくることができるよう、地域の特性やサービスの利用者の状況に応じた柔軟な形態による事業を効果的、効率的に実施するものです。地域生活支援事業には、必須事業と市町村の判断により実施する任意事業があります。
地域生活支援事業を実施するにあたっては、効率性、効果性の観点から、真に必要なサービスの見直しなどを図るとともに、サービス利用に際しては、利用者負担など、公平性の確保に努めます。
13 　必須事業
(12) 　理解促進・啓発事業
理解促進・啓発事業は、地域住民に対し、幅広く障がいや障がいのある人への理解を深めるため、イベントや広報活動等を行う事業です。
平成26年度は、障がい者マークや視覚に障がいのある人のＳＯＳサインの普及啓発事業を実施しました。引き続き、イベントや広報活動等の実施に努めます。
(13) 　自発的活動支援事業
自発的活動支援事業は、障がいのある人やその家族、地域の住民などによる交流活動などの自発的な取り組みを支援する事業です。
障がいのある人の交流などを推進する障がい者団体に対し、団体の運営に係る補助を実施しています。必要に応じて、団体と協議し、事業に係る補助の実施を検討します。
(14) 　相談支援事業
障がいのある人やその介助者などからの相談に応じ、必要な情報提供や権利擁護のため、引き続き、以下の事業に取り組みます。
○障害者相談支援事業
事業を効果的に実施するために、７か所の相談支援事業所に、障がい者等からの相談、必要な情報の提供や助言、権利擁護のための必要な援助を委託するとともに、岐阜市障害者総合支援協議会により、地域の関係機関と連携を図り、障がいのある人を支えるネットワークの構築に努めます。
○基幹相談支援センター等機能強化事業
平成26年度に基幹相談支援センター業務を行う組織を障がい福祉課に設置するとともに、上記の７か所の委託相談支援事業所に専門的職員を配置することにより、機能の強化を図っています。障害者相談支援事業に加え、他の相談支援事業所などに対する専門的な指導や助言、情報の収集や提供、人材育成の支援、地域のさまざまな相談機関との連携強化、地域移行に向けた取り組みなどを実施します。
○住宅入居等支援事業
賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証人がいないなどの理由により入居が困難な障がいのある人に対して、入居に必要な調整、家主等への相談・助言などを行う事業です。今後、必要な支援のあり方を検討します。
(15) 　成年後見制度利用支援事業
成年後見制度利用支援事業は、障害福祉サービスの利用の観点から、成年後見制度を利用することが有用であると認められる知的や精神に障がいのある人に対し、申し立てに要する費用など、制度を利用する際に必要な経費の一部を助成する事業です。
①　第３期計画と実績
利用者数は、計画を下回って推移しています。なお、利用者は、家族による支援が困難な単身世帯の人です。
図表３－35 　成年後見制度利用支援事業の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用者数（人／年）
	2
	1
	2
	0
	2
	1


②　見込量
社会的に孤立しがちな知的や精神に障がいのある人に対して成年後見制度の積極的な活用を促進することにより、若干増加すると見込んでいます。
図表３－36 　成年後見制度利用支援事業の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／年）
	3
	4
	5


(16) 　成年後見制度法人後見支援事業
成年後見制度法人後見支援事業は、成年後見制度における後見などの業務を適正に行う法人を確保するとともに、市民後見人の活用を含めた法人後見の支援を行う事業です。法人後見の支援のあり方を検討します。
(17) 　意思疎通支援事業
意思疎通支援事業は、聴覚障がいなどのため、意思疎通を図ることに支障がある障がいのある人などに対し、手話通訳者、要約筆記者などの派遣を行うとともに、手話通訳者を設置する事業です。
①　第３期計画と実績
平成26年度は、手話通訳者派遣回数、要約筆記者派遣回数ともに、計画を大きく上回ると見込まれます。
図表３－37 　意思疎通支援事業の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	手話通訳者派遣回数（回／年）
	172 
	188 
	174 
	215
	175 
	255 

	要約筆記者派遣回数（回／年）
	62
	41
	63
	44
	63
	82

	手話通訳者設置か所（か所）
	1
	1
	1
	1
	1
	1


※「意思疎通支援事業」は、平成24年度まで「コミュニケーション支援事業」
②　見込量
平成24年度から平成26年度までの利用実績を踏まえ、引き続き、増加すると見込んでいます。
図表３－38 　意思疎通支援事業の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	手話通訳者派遣回数（回／年）
	283 
	311 
	339 

	要約筆記者派遣回数（回／年）
	96
	109
	123

	手話通訳者設置か所（か所）
	1
	1
	1


③　見込量の確保策
手話通訳者や要約筆記者の養成を図ることにより、見込量は確保できると考えます。
(18) 　専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業
専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業は、聴覚に障がいのある人などの意思疎通を支援するため、手話通訳者、要約筆記者などの広域的な派遣などを行う事業です。必要に応じて、事業の実施を検討します。
(19) 　手話奉仕員養成研修事業・専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業
手話奉仕員養成研修事業は、日常会話程度の手話表現技術を習得する手話奉仕員の養成研修を実施する事業です。専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業は、手話通訳に必要な手話語彙、手話表現技術、基本技術を習得する手話通訳者や要約筆記に必要な要約技術、基本技術を習得する要約筆記者の養成研修を行う事業です。
①　第３期計画と実績
ほぼ計画どおり推移しています。
図表３－39 　手話奉仕員養成研修事業等の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	手話奉仕員養成研修（人／年）
	40 
	40 
	40 
	40
	40 
	40 

	要約筆記奉仕員養成研修（人／年）
	20
	15
	20
	25
	20
	－


※要約筆記奉仕員養成研修は、平成25年度より要約筆記者養成研修に移行
②　見込量
平成24年度から平成26年度までの利用実績を踏まえ、次のとおりとします。
図表３－40 　手話奉仕員養成研修事業等の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	手話奉仕員養成研修（人／年）
	40 
	40 
	40 

	手話通訳者養成研修（人／年）
	20
	20
	20

	要約筆記者養成研修（人／年）
	30
	30
	30


(20) 　日常生活用具給付等事業
日常生活用具給付等事業は、「介護・訓練支援用具（入浴担架、特殊寝台など）」「自立生活支援用具（入浴補助用具、便器など）」「在宅療養等支援用具（電気式たん吸引器など）」「情報・意思疎通支援用具（携帯用会話補助装置など）」「排泄管理支援用具（ストマ用装具、紙おむつなど）」「居宅生活動作補助用具（住宅改修費）」の６種類の日常生活用具を給付する事業です。

①　第３期計画と実績
いずれもほぼ計画どおり推移しています。
図表３－41 　日常生活用具給付等事業の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	介護・訓練支援用具
	29 
	33 
	29 
	42 
	30 
	29 

	自立生活支援用具
	87
	71
	88
	83
	89
	88

	在宅療養等支援用具
	151
	147
	152
	152
	153
	152

	情報・意思疎通支援用具
	79
	92
	79
	70
	80
	79

	排泄管理支援用具
	9,622
	9,396
	9,705
	9,404
	9,781
	9,735

	居宅生活動作補助用具
	12
	10
	12
	15
	12
	12


②　見込量
排泄管理支援用具の給付が増加するほかは、いずれも引き続き、横ばいになると見込んでいます。
図表３－42 　日常生活用具給付等事業の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	介護・訓練支援用具
	29
	30
	30

	自立生活支援用具
	88
	89
	89

	在宅療養等支援用具
	152
	152
	152

	情報・意思疎通支援用具
	79
	80
	80

	排泄管理支援用具
	10,123
	10,383
	10,644

	居宅生活動作補助用具
	12
	12
	12


(21)  移動支援事業
移動支援事業は、屋外における移動が困難な障がいのある人に対し、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動などに参加するため、外出時の移動を支援する事業です。
①　第３期計画と実績
利用者数、利用延時間数ともに計画を大きく上回って推移しています。
図表３－43 　移動支援事業の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	事業所数（か所）
	28 
	29 
	28 
	30
	28 
	32 

	利用者数（人／年）
	210
	289
	213
	278
	217
	302

	利用延時間数（時間／年）
	14,826
	19,981 
	15,187 
	23,372 
	15,516 
	25,242 


②　見込量
平成24年度から平成26年度までの利用実績を踏まえ、利用者数、利用延時間数ともに、引き続き、増加すると見込んでいます。
図表３－44 　移動支援事業の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／年）
	317
	333
	350

	利用延時間数（時間／年）
	26,504
	27,829
	29,220


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所アンケート調査において、参入意向のある事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
(22)  地域活動支援センター事業
地域活動支援センター事業は、障がいのある人に対し、地域の実情に応じた創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流の促進などの支援を行う事業です。
①　第３期計画と実績
利用者数は、計画を大きく上回って推移しています。
図表３－45 　地域活動支援センター事業の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	事業所数（か所）
	7 
	7
	8 
	7
	8 
	7 

	利用者数（人／年）
	624
	694
	635
	872
	645
	865


②　見込量
平成29年度に障害者小規模通所援護事業所からの移行が見込まれますが、利用者数は、徐々に減少すると見込んでいます。
図表３－46 　地域活動支援センター事業の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	事業所数（か所）
	7
	7
	8

	利用者数（人／年）
	859
	853
	847


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
(23)  専門性の高い相談支援事業（障害児等療育支援事業）
在宅の障がいのある児童に対し、訪問による療育指導、外来による専門的な療育相談・指導、障がいのある児童が通う保育所や障害児通所支援事業所などの職員の療育技術の指導、療育機関に対する支援を行う事業です。引き続き、必要な支援を行います。
14 　任意事業

(24) 　訪問入浴サービス事業
訪問入浴サービス事業は、重度の身体に障がいのある人の居宅を訪問し、入浴サービスを提供する事業です。
①　第３期計画と実績
利用者数は、計画を上回って推移しています。
図表３－47 　訪問入浴サービス事業の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	事業所数（か所）
	4 
	4
	4 
	4
	4 
	4 

	利用者数（人／年）
	23
	31
	23
	38
	23
	43


②　見込量
平成24年度から平成26年度までの利用実績を踏まえ、引き続き、増加すると見込んでいます。
図表３－48 　訪問入浴サービス事業の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／年）
	46
	49
	52


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
(25) 　日中一時支援事業
日中一時支援事業は、障がいのある人の日中における活動の場を一時的に提供することにより、その介助者の就労支援やレスパイトを提供する事業です。平成26年度より医療的ケアの必要な重度の障がいのある人を対象とした加算を創設しました。
①　第３期計画と実績
利用者数は、減少傾向にあるものの、計画を上回って推移しています。
図表３－49 　日中一時支援事業の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	事業所数（か所）
	19 
	17
	20 
	19
	20 
	20 

	利用者数（人／年）
	130
	169
	133
	159
	135
	145


②　見込量
日中一時支援事業の利用者は、放課後等デイサービスへの移行による減少が見られますが、医療的ケアの必要な重度の障がいのある人のニーズもあり、ほぼ横ばいになると見込んでいます。
図表３－50 　日中一時支援事業の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用者数（人／年）
	145
	145
	145


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
(26) 　福祉ホーム・盲人ホーム
福祉ホームは、住居を求めている障がいのある人に対し、低額な料金で居室その他の設備を提供するものです。
盲人ホームは、あん摩師、はり師、きゅう師の免許を有する視覚に障がいのある人に対し、必要な技術の指導を行うものです。
①　第３期計画と実績
いずれも計画どおり推移しています。
図表３－51 　福祉ホーム・盲人ホームの第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	福祉ホーム（か所）
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	盲人ホーム（か所）
	1 
	1
	1 
	1
	1
	1


②　見込量
福祉ホームは、身体に障がいのある人が平成21年10月から共同生活援助（当初は共同生活介護）の対象となったため、岐阜市にはありません。
盲人ホームは、既存の１か所を維持します。
(27) 　社会参加支援
障がいのある人の社会参加を促進するため、引き続き、以下の事業を実施します。
○障がい者芸術祭
12月3日から９日までの「障害者週間」にあわせ、障がいのある人の芸術活動に関する発表の場を提供するとともに、障がいのある人と市民の交流を通じて、障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための機会を提供するものです。
○広報ぎふ点字版等発行
文字による情報入手が困難な障がいのある人に対し、点訳や音声訳により、岐阜市からの広報や視覚障がい関係事業の紹介、生活情報、その他障がいのある人が地域生活をする上で必要性の高い情報などを定期的に提供するものです。
○自動車改造費助成
身体に障がいのある人が、就労などのため、自らが所有する自動車を運転しやすいように改造するために必要な費用の一部を助成するものです。
①　第３期計画と実績
広報ぎふの発行部数は、点字版、録音版ともに、計画を下回って推移していますが、自動車改造費助成は計画を上回って推移しています。
図表３－52 　社会参加支援の第３期計画と実績
	区　　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	広報ぎふ点字版発行（部／年）
	5,040
	4,320
	5,040
	4,320
	5,040
	4,320

	広報ぎふ録音版発行（部／年）
	1,680
	1,560
	1,680
	1,560
	1,680
	1,560

	自動車改造費助成（人／年）
	17 
	12
	17 
	20
	17 
	21


②　見込量
広報ぎふの発行部数は、点字版、録音版ともに、現状を維持し、自動車改造費助成は、引き続き、若干増加すると見込んでいます。
図表３－53 　社会参加支援の見込量
	区　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	広報ぎふ点字版発行（部／年）
	4,320
	4,320
	4,320

	広報ぎふ録音版発行（部／年）
	1,560
	1,560
	1,560

	自動車改造費助成（人／年）
	21
	22 
	23


(28) 　障害者虐待防止対策支援
岐阜市では、障がいのある人への虐待を未然に防止し、早期発見と迅速な対応を図る障がい者虐待防止センター機能を備えるため、引き続き、専門職員を配置します。

(29) 　その他の日常生活支援
このほか、引き続き、以下の事業を実施します。
○福祉電話の貸与
電話回線の設置が困難な聴覚に障がいある人や外出困難な身体に障がいある人に対し、外部とのコミュニケーションや緊急連絡手段を確保するものです。
○緊急通報装置の貸与
家庭における急病や事故に備え、ひとり暮らしの障がいのある人の自宅に緊急通報装置を設置し、ペンダントや通報装置の非常ボタンを押すことにより、消防署につながり救急車や協力員が駆けつけるものです。
○人体感知センサーの貸与
利用者が日常生活している動きを感知しやすい場所にセンサーを設置し、常時電話回線で監視センターへ感知情報を送信することにより、安否確認を行うものです。
○愛の一声運動
愛の一声運動推進員が障がいのある人の自宅を訪問し、一声かけることにより安否確認を行うものです。
(30) 　障害児の居場所づくり事業（親子教室）
発達の遅れなどの心配のある未就園の子どもと保護者に、親子の遊びを通じて小集団での経験やコミュニケーションの広がりを育むための支援を行うとともに、保護者同士の交流の機会を提供する事業です。引き続き、親子教室を開催し、親子で気軽に参加して子どもへのかかわり方を一緒に考えることにより、育児不安や負担感の軽減を図ります。
(31) 　巡回支援専門員整備（就学前巡回相談事業）
発達障がいや発達の遅れのある子が入所等する保育所（園）や幼稚園に、巡回相談員を派遣し、子どもやその保護者、保育者の困り感の低減、解消を図るため、保育参観や面談を通じて、保育の方向性や具体的な支援方法などの相談を行う事業です。引き続き、巡回相談員を派遣し、保育の質の向上など、支援体制の整備に努めます。
第5章 　障がいのある児童に対するサービス
15 　概　　要
平成23年５月に公布された整備法による児童福祉法等の改正に伴い、平成24年度以前の知的障害児施設、知的障害児通園施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設等に分かれていた施設体系が、通所による支援は「障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービス等）」、入所による支援は「障害児入所支援（障害児入所施設）」に一元化されました。また、18歳以上の障害児施設利用者は、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスにより対応することとなりました。
障害児通所支援の利用が可能な児童は、①身体に障がいのある児童、②知的障がいのある児童、③精神に障がいのある児童（知的に遅れのない発達障がい、高次脳機能障がいも含みます。）、④治療方法が確立していない難病患者等である児童であり、身体障害者手帳や療育手帳の所持の有無にかかわらず、療育が必要な児童が対象となります。岐阜市では、手帳を所持していない、または、特別児童扶養手当などを受給していない児童であっても、児童相談所や医療機関と連携を図りつつ、診断書などにより、サービスを受けることができるようにしています。また、発達に遅れがあり療育が必要な子どもについては、子ども・若者総合支援センターからの意見書を参考にサービスを受けることができるようにしています。
さらに、恵光学園やポッポの家、みやこ園が児童発達支援センターとして、保育所、幼稚園などと連携を図りつつ、集団での生活訓練を通じて、就学に向けて円滑に移行できるよう、保育所等訪問支援などを提供しています。
図表３－54 　障害児施設・事業の一元化イメージ

※（医）とあるのは、医療の提供を行っているもの
16 　障害児通所支援

(32) 　児童発達支援
児童発達支援は、集団療育や個別療育を行う必要がある未就学の児童に対し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適用訓練などの支援を行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用児数は、計画を上回って推移しています。
図表３－55 　児童発達支援の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用児数（人／月）
	79
	88
	82
	117
	85
	127


②　見込量
児童発達支援センター（恵光学園、みやこ園、ポッポの家、希望が丘学園）以外の事業所における利用状況を踏まえ、増加すると見込んでいます。
図表３－56 　児童発達支援の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用児数（人／月）
	148
	158
	168

	利用延日数（日／月）
	1,895
	1,996
	2,097


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所アンケート調査において、定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
(33) 　放課後等デイサービス
放課後等デイサービスは、就学している障がいのある児童に、放課後や学校の休業日において、生活能力向上のための必要な訓練、社会との交流の促進などの支援を行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用児数は、計画を大きく上回って推移しています。
図表３－57 　放課後等デイサービスの第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	計画
	見込み

	利用児数（人／月）
	105
	122
	113
	215
	122
	307


②　見込量
特別支援学校や特別支援学級における利用状況を踏まえ、引き続き、増加するものと見込んでいます。
図表３－58 　放課後等デイサービスの見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用児数（人／月）
	328
	348
	368

	利用延日数（日／月）
	3,604
	3,790
	3,976


③　見込量の確保策
既存の事業所に加え、事業所アンケート調査において定員の拡大や施設整備を予定している事業所があることから、見込量は確保できると考えます。
(34) 　保育所等訪問支援
保育所等訪問支援は、障がいのある児童が通う保育所（園）や幼稚園などを訪問し、障がいのある児童が集団生活において他の児童と適応するための専門的な支援を行うサービスです。
①　利用実績
利用児数は若干増加しています。
図表３－59 　保育所等訪問支援の利用実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度 (見込み)

	利用児数（人／月）
	2
	5
	6


②　見込量
引き続き、若干増加すると見込んでいます。
図表３－60 　保育所等訪問支援の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用児数（人／月）
	7
	8
	9

	利用延日数（日／月）
	14
	16
	18


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。なお、障がいのある児童ができる限り保育所（園）や幼稚園などに通うことができるよう、児童発達支援センターの専門的な知識や経験を生かしたサービスの提供を推進します。
(35) 　医療型児童発達支援
医療型児童発達支援は、肢体不自由の児童に対し、日常生活における基本的な動作の指導などの支援や治療を行うサービスです。
①　第３期計画と実績
利用児数は、計画を下回って推移しています。
図表３－61 　医療型児童発達支援の第３期計画と実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	
	計　画
	実　績
	計　画
	実　績
	計　画
	見込み

	利用児数（人／月）
	67
	54
	69
	61
	71
	60


②　見込量
引き続き、横ばいになると見込んでいます。
図表３－62 　医療型児童発達支援の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用児数（人／月）
	60
	60
	60

	利用延日数（日／月）
	402
	402
	402


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
17 　障害児相談支援

障害児相談支援は、障がいのある児童が障害児通所支援を利用する際に利用計画を作成し、利用開始以降、一定期間ごとにモニタリングなどの支援を行うサービスです。
①　利用実績
利用児数は、大きく増加しています。
図表３－63 　障害児相談支援の利用実績
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度 (見込み)

	利用児数（人／月）
	12
	48
	75


②　見込量
障害児通所支援を利用するほぼすべての児童への利用計画の導入を踏まえ、引き続き、増加すると見込んでいます。
図表３－64 　障害児相談支援の見込量
	区　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	利用児数（人／月）
	84
	90
	90


③　見込量の確保策
既存の事業所により、見込量は確保できると考えます。
基幹相談支援センターの業務として、相談支援事業所との連携を強化するとともに、相談支援を行う人材育成や個別事例における専門的な助言、指導を行い、相談支援の質の向上に努めます。
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介護給付
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障害児通所支援


※市内事業所数


(平成26年８月１日現在)


・児童発達支援


（14か所　うち４か所は児童発達支援センター）
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